






1.調査の目的

　リサーチ・クェスチョン 2.「更年期についての啓発・普及のあり方」は、1997(平成 9)

年度調査において新たに加わった。

　昨年来、更年期当事者である女性の自覚症状、問題意識、家族・職場など社会的背景、

医療・保健機関へのアクセス、苦情と要望などについては、一定の傾向が明らかになって

いる。当事者の実態を受けて、次の研究段階としては、地域の関係機関が更年期の諸問題

について、とりわけ啓発・普及にどう取り組んでいるのか、現状を明らかにする必要があ

る。

　そこで当班においては、これまでに収集したいくつかの機関の取り組みを参考に A4 版

3 ページ、8 問の調査票を作成し、全国の保健所と公・私立の主だった女性センターに配

布、回答を求めた。

　更年期の女性が直面する諸問題について、最も身近な公的機関が、この問題にどんな関

心を持っているか。また関心の根拠となる住民女性の声は、意識は、どのようなものか。

それぞれの地域が実態を見定めつつ、更年期女性の要望に応えるどのような対策をとって

きたのか、またどんな計画を持っているか。計画実施をすすめる上で阻害要因はあるか、

あるとすればどんなものか。

　それらについて全国の保健所 746 カ所と、全国の公私立女性センター 788 ヵ所(国立婦

人教育会館の名簿などに記載されたもの)に郵送し、思いがけないほどの高い回答を得た。

　自由記述にも担当者の直面する問題、更年期への取り組みの必要性を詳細に記した回答

も多く、当研究班としては分析のための豊富な資料を得る結果となった。


